
平成18年3月期 個別財務諸表の概要    平成18年4月27日

豊田通商株式会社 上場取引所 東証、名証　第１部
8015 本社所在地 愛知県

(URL http://www.toyota-tsusho.com/)
取締役社長 清水 順三
経理企画部長 富永 浩史 TEL (052) 584 - 8896
平成 18年 4月 27日 有
平成 18年 6月 28日 平成 18年 6月 27日
有（1単元　1,000株、但し平成18年5月1日より1単元100株に変更）

１. 18年 3月期の業績（平成 17年 4月 1日 ～ 平成 18年 3月 31日）
(1)経営成績    (百万円未満切り捨て)

百万円 百万円 百万円

百万円 ％ 円 銭 円

(注)1.期中平均株式数 18年3月期 278,540,658株 17年3月期 278,176,906株

     2.会計処理の方法の変更 有

(2)配当状況
1株当たり年間配当金

円 銭 円 銭 円 銭 百万円

(3)財政状態

百万円 百万円

(注)1.期末発行済株式数 18年3月期 278,795,118株 17年3月期 278,632,673株

     2.期末自己株式数 18年3月期 4,072,186株 17年3月期 4,234,631株

２. 19年 3月期の業績予想（平成 18年 4月 1日  ～  平成 19年 3月 31日 ）

百万円 百万円 百万円 円 銭 円 銭 円 銭

（参考）１株当たり予想当期純利益（通期）          75円  95銭

*上記の予想は本資料の発表日現在において入手可能な情報に基づき作成したものであり、実際の業績は、今後様々な要因に
よって予想数値と異なる場合があります。
なお、上記業績予想に関する事項は、添付資料5ページをご参照下さい。
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潜在株式調整後1株
当たり当期純利益

85 82

40,647

株  主  資  本
当期純利益率

総  資  本
経常利益率

(31.5)
(49.5)

上 場 会 社 名
コ ー ド 番 号

お 問 合 せ 先
決 算 取 締 役 会 開 催 日

定 時 株 主 総 会 開 催 日

売 上 高 （対前期増減率） 経 常 利 益 （対前期増減率）

％ ％ ％

営 業 利 益 （対前期増減率）

17年3月期 2,638,392 16,801 27,188(12.5)
18年3月期 3,028,132 19,338(14.8)

当 期 純 利 益 （対前期増減率） 1株当たり当期純利益 売  上  高
経常利益率

銭 ％ ％ ％

24,502 86 42(55.1) 3.8 1.3
17年3月期 15,800 55 53 55 17 3.1
18年3月期

1.0

配当金総額
配当性向

株主資本
中間 期末 (年間） 配当率

8.4

％ ％

18年3月期 18 00 9 00 9 00 5,013 20.8 2.1
17年3月期 12 00 5 00 7 00 3,337 21.6 1.7

総   資   産 株 主 資 本 株主資本比率 1株当たり株主資本

％ 円 銭

18年3月期 1,208,012 244,006 20.2 873 67
17年3月期 923,868 199,114 21.6 713 35

売   上   高 経  常  利  益 当 期 純 利 益 1株当たり年間配当金
中間 期末

中間期 1,900,000 15,000 14,000 9 00 -
- 9 00通   期 4,000,000 25,000 25,000 18 00

-

単元株制度採用の有無
配 当 支 払 開 始 予 定 日

中 間 配 当 制 度 の 有 無

代 表 者
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売上高内訳表
(単位：百万円)

当期(平成17年4月～平成18年3月) 前期(平成16年4月～平成17年3月)

金   額 構成比 金   額 構成比

金      属 1,281,011 42.3 % 1,117,707 42.4 % 163,304 14.6 %

機械情報 857,164 28.3 647,667 24.5 209,497 32.3
自  動  車 395,192 13.1 368,084 14.0 27,108 7.4

ｴﾈﾙ ｷﾞー ・化学品 219,152 7.2 203,734 7.7 15,418 7.6
生活産業・資材 275,612 9.1 301,199 11.4 △25,587 △8.5

金     属 899,752 29.7 761,450 28.8 138,302 18.2
機械情報 303,482 10.0 210,343 8.0 93,139 44.3

ｴﾈﾙ ｷﾞー ・化学品 155,916 5.2 134,532 5.1 21,384 15.9
生活産業・資材 147,920 4.9 180,663 6.9 △32,743 △ 18.1
国 内 計 1,507,071 49.8 1,286,990 48.8 220,081 17.1
金     属 179,988 5.9 149,374 5.7 30,614 20.5

輸 機械情報 451,569 14.9 355,143 13.5 96,426 27.2
自  動  車 383,860 12.7 364,180 13.8 19,680 5.4

海 ｴﾈﾙｷﾞー ・化学品 22,867 0.8 19,980 0.7 2,887 14.5
出 生活産業・資材 15,766 0.5 13,645 0.5 2,121 15.5

輸 出 計 1,054,053 34.8 902,323 34.2 151,730 16.8
金     属 89,296 2.9 99,446 3.8 △10,150 △ 10.2

外 輸 機械情報 83,271 2.8 68,291 2.6 14,980 21.9
自  動  車 338 0.0 457 0.0 △119 △ 25.9
ｴﾈﾙ ｷﾞー ・化学品 27,301 0.9 21,245 0.8 6,056 28.5

入 生活産業・資材 106,810 3.5 102,136 3.8 4,674 4.6
取 輸 入 計 307,019 10.1 291,576 11.0 15,443 5.3

金     属 111,973 3.7 107,435 4.1 4,538 4.2
外 機械情報 18,840 0.6 13,889 0.5 4,951 35.6

自  動  車 10,992 0.4 3,446 0.1 7,546 218.9
引 ｴﾈﾙｷﾞー ・化学品 13,066 0.4 27,976 1.1 △14,910 △ 53.3
間 生活産業・資材 5,114 0.2 4,753 0.2 361 7.6
外 国 間 計 159,988 5.3 157,501 6.0 2,487 1.6
海 外 計 1,521,061 50.2 1,351,402 51.2 169,659 12.6

合     計 3,028,132 100.0 2,638,392 100.0 389,740 14.8

(注）前年下期より従来「エネルギー・化学品」の区分に属していた自動車部品等の事業は「生活産業・資材」との
シナジー実現を目的とする再編により所属する区分を「生活産業・資材」に変更しております。これに伴い
前期の数値を当期の事業区分に組替て表示しております。

国

増減率

商
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取
引

増   減区     分
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貸借対照表

(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)
792,521 637,680 154,841
41,968 41,552 416
47,139 47,691 △552

526,627 417,877 108,750
91,618 70,481 21,137
19,607 14,787 4,820
1,313 2,276 △963
2,130 1,856 274

17,593 13,250 4,343
26,064 23,523 2,541
10,130 4,426 5,704
12,981 3,469 9,512

765 883 △118
△5,420 △4,395 △1,025
415,490 286,187 129,303
27,126 37,081 △9,955
7,847 13,308 △5,461

947 1,074 △127
236 214 22
159 135 24
411 475 △64

17,522 21,522 △4,000
- 349 △349

12,580 13,170 △590
1,976 2,686 △710
8,460 6,822 1,638
2,115 3,607 △1,492

27 53 △26
375,783 235,935 139,848
130,531 101,821 28,710
224,248 119,904 104,344

1,402 1,959 △557
2,220 2,195 25

12,993 6,351 6,642
9,778 7,742 2,036
△5,391 △4,038 △1,353

1,208,012 923,868 284,144
(注) 1. 14,623 15,023 △400

2. 30,827 27,921 2,906
3. 20,697 15,894 4,803

資         産         の         部

増     減

車 両 及 び 運 搬 具

建 物

建 設 仮 勘 定

保 証 債 務

無 形 固 定 資 産

受 取 手 形

売 掛 金

前   　期当     期科                  目

現 金 及 び 預 金

流 動 資 産

固 定 資 産

商 品

繰 延 税 金 資 産

未 収 入 金

未 着 商 品

短 期 貸 付 金

前 渡 金

前 払 費 用

貸 倒 引 当 金

そ の 他

有 形 固 定 資 産

ソ フ ト ウ エ ア 仮 勘 定

土 地

営 業 権

そ の 他

機 械 及 び 装 置

構 築 物

輸 出 手 形 割 引 高

投 資 有 価 証 券

投 資 そ の 他 の 資 産

長 期 貸 付 金

関 係 会 社 株 式

デ リ バ テ ィ ブ 資 産

デ リ バ テ ィ ブ 資 産

有形固定資産の減価償却累計額

ソ フ ト ウ エ ア

器 具 備 品

合            計
貸 倒 引 当 金

前 払 年 金 費 用

そ の 他

-23-



(単位：百万円)

(平成18年3月31日現在) (平成17年3月31日現在)
742,344 553,203 189,141
43,942 32,826 11,116

376,076 293,081 82,995
100,861 64,808 36,053
96,000 65,000 31,000
5,000 15,000 △10,000

50,766 46,479 4,287
4,750 4,202 548

12,996 6,011 6,985
10,256 9,057 1,199
25,585 11,948 13,637
1,906 564 1,342

12,981 3,477 9,504
1,220 744 476

221,661 171,550 50,111
55,000 60,000 △5,000

124,191 92,201 31,990
28,207 10,542 17,665

986 1,350 △364
283 1,056 △773

12,993 6,351 6,642
0 49 △49

964,005 724,753 239,252

26,748 26,748 -
24,705 24,705 -
24,705 24,705 -

133,492 114,096 19,396
6,699 6,699 -

101,700 90,700 11,000
101,700 90,700 11,000
25,092 16,697 8,395
63,241 36,981 26,260
△4,181 △3,418 △763
244,006 199,114 44,892

1,208,012 923,868 284,144

そ の 他

資 本 準 備 金

利 益 剰 余 金

別 途 積 立 金

資 本 金

資 本 剰 余 金

利 益 準 備 金

任 意 積 立 金

合            計

債 務 保 証 損 失 引 当 金

繰 延 税 金 負 債

役 員 退 職 慰 労 引 当 金

その他有価証券評価差額金

自 己 株 式

負 債 計

当 期 未 処 分 利 益

資 本 計

繰 延 ヘ ッ ジ 利 益

繰 延 ヘ ッ ジ 利 益

一年以内に償還予定の社債

前 受 金

預 り 金

前 受 収 益

そ の 他

固 定 負 債

社 債

長 期 借 入 金

買 掛 金

未 払 法 人 税 等

未 払 費 用

短 期 借 入 金

コ マ ー シ ャ ル ペ ー パ ー

未 払 金

流 動 負 債

支 払 手 形

負     債    及     び     資     本     の    部
当     期 前     期 増     減科                  目
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損益計算書
(単位：百万円)

当   　期
平成17年4月 1日から 平成16年4月 1日から

平成18年3月31日まで 平成17年3月31日まで

3,028,132 2,638,392 389,740
2,954,369 2,572,516 381,853

73,763 65,876 7,887
8,429 7,273 1,156

82,192 73,149 9,043
62,854 56,347 6,507
19,338 16,801 2,537

1,083 739 344
19,483 10,774 8,709
4,112 2,165 1,947

24,678 13,680 10,998

2,808 2,366 442
50 15 35

510 911 △401
3,369 3,293 76

40,647 27,188 13,459

233 302 △69
1,783 2,312 △529
1,271 - 1,271

773 - 773
4,061 2,615 1,446

831 - 831
- 161 △161

118 - 118
- 334 △334

904 - 904
570 1,850 △1,280

- 489 △489
2,845 206 2,639

319 - 319
22 105 △83
- 1,202 △1,202
- 53 △53

5,612 4,403 1,209
39,097 25,399 13,698
20,360 9,240 11,120
△5,764 359 △6,123
24,502 15,800 8,702
3,394 2,527 867

299 243 56
2,504 1,387 1,117

25,092 16,697 8,395

営 業 利 益

受 取 利 息
受 取 配 当 金

売 上 総 利 益
そ の 他 の 営 業 収 益
営 業 総 利 益
販売費及び一般管理費

有 形 固 定 資 産 売 却 損

債務保証損失引当金戻入額

経 常 利 益

投 資 有 価 証 券 売 却 益

特 別 利 益

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 売 却 益

売 上 高

（

有 形 固 定 資 産 売 却 益

コマーシャルペーパー利息

そ の 他 の 営 業 外 収 益

支 払 利 息

そ の 他 の 営 業 外 費 用

営 業 外 費 用

営 業 外 収 益

売 上 原 価

税 引 前 当 期 純 利 益
法人税、住民税及び事業税

増     減
（）

科                  目

無 形 固 定 資 産 除 却 損
減 損 損 失

前 　  期

）

当 期 未 処 分 利 益
中 間 配 当 額

当 期 純 利 益
法 人 税 等 調 整 額

自 己 株 式 処 分 差 損
前 期 繰 越 利 益

有 形 固 定 資 産 除 却 損

債務保証損失引当金繰入額

投 資 有 価 証 券 売 却 損

関 係 会 社 清 算 見 込 損

投 資 有 価 証 券 評 価 損

投 資 等 そ の 他 評 価 損

関 係 会 社 株 式 売 却 損

過年度役員退職慰労引当金繰入額

関 係 会 社 株 式 評 価 損
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利益処分案
(単位：百万円)

25,092 16,697 8,395

25,092 16,697 8,395

これを下記のとおり処分いたします。

2,509 1,950 559

395 323 72

35 28 7

15,000 11,000 4,000

7,153 3,394 3,759

(注)平成17年11月25日に１株につき9円00銭、総額2,504百万円の中間配当を実施いたしました。

監 査 役 賞 与 金

次 期 繰 越 利 益

任 意 積 立 金

前     期 増     減当     期

取 締 役 賞 与 金

株 主 配 当 金

摘                  要

当 期 未 処 分 利 益

(1株につき9円00銭)

合                  計

(1株につき7円00銭)
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［重要な会計方針］

1. 有価証券の評価基準及び評価方法
子会社株式及び関連会社株式 移動平均法に基づく原価法
その他有価証券 時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法

（評価差額は全部資本直入法により処理し、
売却原価は移動平均法に基づき算定）

時価のないもの 移動平均法に基づく原価法

2. デリバティブの評価基準及び評価方法
時価法

3. たな卸資産の評価基準及び評価方法
移動平均法(輸出入商品については個別法)に基づく原価法
（ただし、一部の商品については低価法）

4. 減価償却の方法
有形固定資産 定  率  法   ただし、平成10年4月1日以降に取得した建物

(附属設備を除く)については､定額法を採用しております｡
無形固定資産
　　　営  業  権 商法の規定する期間内に毎期均等額以上の償却
　　　上 記 以 外 定　額　法

5. 繰延資産の処理方法
社 債 発 行 費 支出時に全額費用として処理しております。

6. 引当金の計上方法
貸 倒 引 当 金

ては、個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。
退職給付引当金

おります。
役員退職慰労引当金

ております。

負担見積額を計上しております。

7. リース取引の処理方法

通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。

8. ヘッジ会計の方法

いる場合は振当処理を採用しております。

9. 消費税等の会計処理
税抜方式を採用しております。

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの以外のファイナンス・リース取引については、

主として繰延ヘッジを採用しております。なお、為替予約取引については、振当処理の要件を満たして

債務保証損失引当金 債務保証に係る損失に備えるため、被保証先の財政状態を個別に勘案し、損失

役員の退職慰労金の支給に充てるため、内規に基づく当期末要支給額を計上し

一般債権については、貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権につい

従業員の退職給付に備えるため､当期末における退職給付債務及び年金
資産の見込額に基づき、当期末において発生していると認められる額を計上して
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［追加情報］

(特別目的会社との取引)

［会計処理の方法の変更］

(たな卸資産の評価基準及び評価方法)

（単位：百万円）
子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの

当　　　期 前　　　期

貸借対照表
計上額 時　　　　価 評価損益 貸借対照表

計上額 時　　　　価 評価損益

関連会社株式 16,138 34,337 18,199 16,138 28,710 12,572

[重要な後発事象]

㈱トーメンとの合併

詳細については、添付資料20ページ[重要な後発事象]を参照してください。

当期において、特別目的会社として賃貸住宅特化型の不動産ファンドを立上げ、当社保有の賃貸マンション
５棟（建物簿価6,318百万円、土地簿価4,111百万円、その他簿価８百万円）を売却しております。

有価証券

従来、先入先出法（輸出入商品については個別法）に基づく原価法（ただし、一部の商品については
低価法）によっておりましたが、当期より移動平均法（輸出入商品については個別法)に基づく原価法
（ただし、一部の商品については低価法）に変更しております。これは新営業取引関連システムの導入を
契機に、リアルタイムで原価管理を実施、また価格変動による損益計算への影響を平準化することにより、

影響は軽微であります。
より適正なたな卸資産の評価および期間損益の計算を行うことが目的であります。なお、この変更に伴う
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